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Public Economics 

Vol.29　公営企業と公共料金	

公営企業とは	

n 地方財政法第5条第1項に基づき地方公共団
体が特別会計を設けて運営される事業。 
¨ 公営企業はそれ自体が法人格を持たず、地方公

共団体に帰属する。 
地方財政法第5条第1項 
¨ 交通事業、ガス事業、水道事業その他地方公共

団体の行う企業	

一般行政と公営企業	

n  一般行政 
¨ 警察や消防、学校、一般の道路の建設･整備など公共的

整備を満たす活動は、その効果を特定個人に分割して帰
属させられない 

¨ その費用は警察や消防、道路、学校など個々の支出に関
らず、主に住民に賦課徴収される租税によって賄われる 

n  公営企業 
¨ 住民に対して財・サービスを提供する事業は、すべての

住民が同量の財・サービスを受けず、事業の効果も特定
の個々人に帰属 

¨ その財・サービスの提供を受ける者がそれに要する費用
を負担することが公平（受益者負担の原則）。	

公営企業の経理	

独立採算制 
¨ 特別会計によって事業の経理を行い、その公営

企業の経営に伴う収入をもって経費に充当する。
（地方財政法施行令第12条） 

¨ ただし、以下の経費については一般会計からの
繰入れによる収入をもってあてることができる。 

n  その性質上当該公営企業の経営に伴う収入をもってあてること
が適当でない経費。 

n  当該公営企業の性質上能率的な経営を行ってもなおその経営に
伴う収入のみをもってあてることが客観的に困難であると認めら
れる経費。 

n  災害その他特別の事由がある場合において議会の議決を経たと
き。	
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公営企業と自然独占	

n 交通事業、ガス事業、上下水道事業には巨
額の固定資本（＝固定費用）が存在 
¨ これらの巨額の固定資本は長期にわたって使用

され、他への転用が困難→埋没費用（Sunk 
Cost） 

n 固定費用が莫大な産業においては，新規企
業の参入を困難なものにする→自然独占 

ネットワーク供給
システム

費用の劣加法性 費用の埋没性 代替競争 自然独占性

公益事業
電気(発電) × ○ ◎ ○ ○
　　　(配電〉 ◎ ◎ ◎ △ ◎
都市ガス(生産) × ○ ◎ ○ ○
　　　　　　(配送) ◎ ◎ ○ ◎ ○
熱供給 ◎ ○ △ ◎ ○
水道 ◎ ◎ ◎ △ ◎

通信・放送
郵便 ◎ △ △ ○ ○
電気通信第1種 ◎(地域内) ◎ ◎ ○ ◎
電気通信第2種 ○ △ △ ○ ○
放送(無線) × ○ △ ○ △
　　　(有線) ◎ ○ △ ◎ ○

運輸
鉄道 ○ ◎ ◎ ◎ ○
国内航空 ○ ○ △ ◎ ○
国内海運 ○ △ △ ◎ △
トラック △ △ △ ◎ △
バス △ △ △ ◎ △
タクシー・ハイヤー × △ △ ◎ △

金融
銀行 ○ ○ × ○ △
証券 ○ ○ × ○ △
生命保険 ○ ○ × ○ △
損害保険 ○ ○ × ○ △

規制産業の特性	

規模の経済	

n  大規模生産のほうが効率的な、大量の資本設備を
投入する産業でみられる。 
¨ 大規模な資本設備（固定費）を必要とする産業では、大量

生産をすればするほど生産効率が上昇する。 
n  生産量の増加にともない，限界費用と平均費用が減少。 

¨ このような産業を「費用逓減産業」と呼び、資本設備の規
模が大きすぎて新規参入が生じないため、「自然独占」と
も呼ばれる。 

n  電気，ガス，水道，通信	

規模に関して収穫逓増＝平均費用逓減	

平均費用逓減	
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VC：可変費用（Variable cost）。生産量に応じて変化する費用。 
FC:固定費用（Fixed Cost）。生産量の変化にかかわらず一定で変化しな
い土地や工場などの費用。	
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平均費用逓減	
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巨額の固定費用が存在する
場合、 平均費用が生産量の
拡大につれて減少する。	

自然独占と平均費用逓減	

n 費用逓減型産業：固定費用が大きく、産出量
の増加につれて平均費用が逓減	

TC＝1000＋2Q	

AC＝1000／Q+2　　とすると	

Q＝1  のとき　AC＝1002 
Q＝2   のとき　AC＝502 
Q＝10  のとき　AC＝102	

Q＝1000  のとき　AC＝3	

独占企業の利潤最大化条件	

n 独占企業は完全競争とは異なり、価格を自ら
決定することができるプライス・メーカーであ
る。 

	

利潤最大化条件	

n 独占企業は利潤最大化をはかるために、限
界収入（MR）と限界費用（MC）が一致するよ
うに生産量を決定する。	

独占企業の利潤最大化条件	

P＝100－Q	

TR＝100Q－Q2 　　とすると 
MR＝100-2Q	

MR＝MCより 　100-2Q=2	

　　　　　　　　　　Q＝49	

利潤＝｛100×49－（49×49）｝－1000＋2×49	

　　　＝2499－1098 
　　　＝1401　	
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限界費用価格形成原理	

n 社会的厚生の最大化	

¨ 総余剰＝総評価－総費用	

¨ 総余剰最大化条件：限界評価＝限界費用	

ü 需要曲線＝消費者の限界的評価	

n 需要曲線はある財を購入する際に支払ってもよいと考
える価格（支払意思額）	

n 消費者の需要曲線と限界費用曲線の交点で
総余剰が最大化される。	

限界費用価格形成原理	

価格＝限界費用より 
100－Q＝2	

Q＝98	

したがって　利潤＝196－1196＝-1000 
　　　	

¨ 限界費用価格形成原理に従うと赤字が発生	

¨ 政府が損失を補填する必要 
¨ 経営努力の阻害、補助金の財源調達の問題も	

実際の価格規制（料金規制）	

n 現実的には政府はゼロ利潤点での生産を強
要	

¨ 平均費用価格形成原理（P=AC） 

¨ 例：総括原価方式　→テキスト参照 

総括原価方式の長所と短所	

n 長所 
¨ 料金算定の根拠が比較的わかりやすい	

¨ 事業者が過大な利益・損失を生じることがない	

¨ 消費者が過大な料金の負担を負うことがない	

¨ 安全性やサービス向上のため長期的な設備投資へのイ
ンセンティブが働く	

¨ 将来の利益がある程度確約されるので、中長期的な経営
計画を立てることができる	

¨ 経営が安定することにより、金融機関より低金利での融
資を受けることができる	

「『原価の範囲・水準の適正性』に関する論点」（消費者庁）	
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総括原価方式の長所と短所	

n 短所 
¨ 経営効率化へのインセンティブが働きにくい	

¨ 原価に関する情報が事業者に偏在している（情
報の非対称性）	

¨ 事業者が経済情勢等に応じて柔軟に料金を設定
をすることが困難	

¨ 過剰な設備投資が行われる可能性がある（ア
バーチ・ジョンソン効果）	

「『原価の範囲・水準の適正性』に関する論点」（消費者庁）	

料金規制と経営努力	

n 公営企業に経営努力のインセンティブをどう
持たせるのか、が課題。 

n 直接的な規制から、間接的な規制＝料金規
制へ 
Ø インセンティブ規制の導入へ	


